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知的財産訴訟検討会資料 ２

参 照 条 文

民事訴訟法（平成八年六月二十六日法律第百九号）

特許法（昭和三十四年四月十三日法律第百二十一号）

不正競争防止法（平成五年五月十九日法律第四十七号）

商法（明治三十二年三月九日法律第四十八号）

家事審判法（昭和二十二年十二月六日法律第百五十二号）

日本国憲法（昭和二十一年十一月三日憲法）

裁判所法（昭和二十二年四月十六日法律第五十九号）

刑事訴訟法（昭和二十三年七月十日法律第百三十一号）

刑事訴訟規則（昭和二十三年十二月二日最高裁規三十二）

民事訴訟法（平成八年六月二十六日法律第百九号）

（訴訟記録の閲覧等）

第九十一条 何人も、裁判所書記官に対し、訴訟記録の閲覧を請求することができる。

２ 公開を禁止した口頭弁論に係る訴訟記録については、当事者及び利害関係を疎明した

第三者に限り、前項の規定による請求をすることができる。

３ 当事者及び利害関係を疎明した第三者は、裁判所書記官に対し、訴訟記録の謄写、そ

の正本、謄本若しくは抄本の交付又は訴訟に関する事項の証明書の交付を請求すること

ができる。

４ 前項の規定は、訴訟記録中の録音テープ又はビデオテープ（これらに準ずる方法によ

り一定の事項を記録した物を含む ）に関しては、適用しない。この場合において、こ。

れらの物について当事者又は利害関係を疎明した第三者の請求があるときは、裁判所書

記官は、その複製を許さなければならない。

５ 訴訟記録の閲覧、謄写及び複製の請求は、訴訟記録の保存又は裁判所の執務に支障が

あるときは、することができない。

（秘密保護のための閲覧等の制限）

第九十二条 次に掲げる事由につき疎明があった場合には、裁判所は、当該当事者の申立

てにより、決定で、当該訴訟記録中当該秘密が記載され、又は記録された部分の閲覧若

しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又はその複製（以下「秘密記載部分の

閲覧等」という ）の請求をすることができる者を当事者に限ることができる。。

一 訴訟記録中に当事者の私生活についての重大な秘密が記載され、又は記録されてお

り、かつ、第三者が秘密記載部分の閲覧等を行うことにより、その当事者が社会生活

を営むのに著しい支障を生ずるおそれがあること。

二 訴訟記録中に当事者が保有する営業秘密（不正競争防止法（平成五年法律第四十七
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号）第二条第四項に規定する営業秘密をいう ）が記載され、又は記録されているこ。

と。

、 、 、２ 前項の申立てがあったときは その申立てについての裁判が確定するまで 第三者は

秘密記載部分の閲覧等の請求をすることができない。

３ 秘密記載部分の閲覧等の請求をしようとする第三者は、訴訟記録の存する裁判所に対

し、第一項に規定する要件を欠くこと又はこれを欠くに至ったことを理由として、同項

の決定の取消しの申立てをすることができる。

４ 第一項の申立てを却下した裁判及び前項の申立てについての裁判に対しては、即時抗

告をすることができる。

５ 第一項の決定を取り消す裁判は、確定しなければその効力を生じない。

（弁論準備手続の期日）

第百六十九条 弁論準備手続は、当事者双方が立ち会うことができる期日において行う。

２ 裁判所は、相当と認める者の傍聴を許すことができる。ただし、当事者が申し出た者

については、手続を行うのに支障を生ずるおそれがあると認める場合を除き、その傍聴

を許さなければならない。

（裁判所外における証拠調べ）

第百八十五条 裁判所は、相当と認めるときは、裁判所外において証拠調べをすることが

できる。この場合においては、合議体の構成員に命じ、又は地方裁判所若しくは簡易裁

判所に嘱託して証拠調べをさせることができる。

２ 前項に規定する嘱託により職務を行う受託裁判官は、他の地方裁判所又は簡易裁判所

において証拠調べをすることを相当と認めるときは、更に証拠調べの嘱託をすることが

できる。

第百九十七条 次に掲げる場合には、証人は、証言を拒むことができる。

一 第百九十一条第一項の場合

二 医師、歯科医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士（外国法事務弁護士を

含む 、弁理士、弁護人、公証人、宗教、祈祷若しくは祭祀の職にある者又はこれ。）

らの職にあった者が職務上知り得た事実で黙秘すべきものについて尋問を受ける場合

三 技術又は職業の秘密に関する事項について尋問を受ける場合

２ 前項の規定は、証人が黙秘の義務を免除された場合には、適用しない。

（文書提出義務）

第二百二十条 次に掲げる場合には、文書の所持者は、その提出を拒むことができない。

一 当事者が訴訟において引用した文書を自ら所持するとき。

二 挙証者が文書の所持者に対しその引渡し又は閲覧を求めることができるとき。

三 文書が挙証者の利益のために作成され、又は挙証者と文書の所持者との間の法律関

係について作成されたとき。

四 前三号に掲げる場合のほか、文書が次に掲げるもののいずれにも該当しないとき。
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イ 文書の所持者又は文書の所持者と第百九十六条各号に掲げる関係を有する者につ

いての同条に規定する事項が記載されている文書

ロ 公務員の職務上の秘密に関する文書でその提出により公共の利益を害し、又は公

務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるもの

ハ 第百九十七条第一項第二号に規定する事実又は同項第三号に規定する事項で、黙

秘の義務が免除されていないものが記載されている文書

二 専ら文書の所持者の利用に供するための文書（国又は地方公共団体が所持する文

書にあっては、公務員が組織的に用いるものを除く ）。

ホ 刑事事件に係る訴訟に関する書類若しくは少年の保護事件の記録又はこれらの事

件において押収されている文書

（文書提出命令等）

、 、 、第二百二十三条 裁判所は 文書提出命令の申立てを理由があると認めるときは 決定で

文書の所持者に対し、その提出を命ずる。この場合において、文書に取り調べる必要が

ないと認める部分又は提出の義務があると認めることができない部分があるときは、そ

の部分を除いて、提出を命ずることができる。

２ 裁判所は、第三者に対して文書の提出を命じようとする場合には、その第三者を審尋

しなければならない。

３ 裁判所は、公務員の職務上の秘密に関する文書について第二百二十条第四号に掲げる

場合であることを文書の提出義務の原因とする文書提出命令の申立てがあった場合に

は、その申立てに理由がないことが明らかなときを除き、当該文書が同号ロに掲げる文

書に該当するかどうかについて、当該監督官庁（衆議院又は参議院の議員の職務上の秘

密に関する文書についてはその院、内閣総理大臣その他の国務大臣の職務上の秘密に関

。 。） 。する文書については内閣 以下この条において同じ の意見を聴かなければならない

この場合において、当該監督官庁は、当該文書が同号ロに掲げる文書に該当する旨の意

見を述べるときは、その理由を示さなければならない。

４ 前項の場合において、当該監督官庁が当該文書の提出により次に掲げるおそれがある

ことを理由として当該文書が第二百二十条第四号ロに掲げる文書に該当する旨の意見を

述べたときは、裁判所は、その意見について相当の理由があると認めるに足りない場合

に限り、文書の所持者に対し、その提出を命ずることができる。

一 国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそ

れ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ

二 犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維

持に支障を及ぼすおそれ

５ 第三項前段の場合において、当該監督官庁は、当該文書の所持者以外の第三者の技術

又は職業の秘密に関する事項に係る記載がされている文書について意見を述べようとす

るときは、第二百二十条第四号ロに掲げる文書に該当する旨の意見を述べようとすると

きを除き、あらかじめ、当該第三者の意見を聴くものとする。

６ 裁判所は、文書提出命令の申立てに係る文書が第二百二十条第四号イからニまでに掲

げる文書のいずれかに該当するかどうかの判断をするため必要があると認めるときは、
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文書の所持者にその提示をさせることができる。この場合においては、何人も、その提

示された文書の開示を求めることができない。

７ 文書提出命令の申立てについての決定に対しては、即時抗告をすることができる。

（当事者が文書提出命令に従わない場合等の効果）

第二百二十四条 当事者が文書提出命令に従わないときは、裁判所は、当該文書の記載に

関する相手方の主張を真実と認めることができる。

２ 当事者が相手方の使用を妨げる目的で提出の義務がある文書を滅失させ、その他これ

を使用することができないようにしたときも、前項と同様とする。

３ 前二項に規定する場合において、相手方が、当該文書の記載に関して具体的な主張を

すること及び当該文書により証明すべき事実を他の証拠により証明することが著しく困

難であるときは、裁判所は、その事実に関する相手方の主張を真実と認めることができ

る。

（第三者が文書提出命令に従わない場合の過料）

第二百二十五条 第三者が文書提出命令に従わないときは、裁判所は、決定で、二十万円

以下の過料に処する。

２ 前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。

特許法（昭和三十四年四月十三日法律第百二十一号）

（書類の提出等）

第百五条 裁判所は、特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟においては、当事者の申立

てにより、当事者に対し、当該侵害行為について立証するため、又は当該侵害の行為に

よる損害の計算をするため必要な書類の提出を命ずることができる。ただし、その書類

の所持者においてその提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この限りでな

い。

２ 裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判断をするため必要

があると認めるときは、書類の所持者にその提示をさせることができる。この場合にお

いては、何人も、その提示された書類の開示を求めることができない。

３ 前二項の規定は、特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟における当該侵害行為につ

いて立証するため必要な検証の目的の提示について準用する。

不正競争防止法（平成五年五月十九日法律第四十七号）

（目的）

第一条 この法律は、事業者間の公正な競争及びこれに関する国際約束の的確な実施を

確保するため、不正競争の防止及び不正競争に係る損害賠償に関する措置等を講じ、も

って国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。

一ないし三 略
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四 窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により営業秘密を取得する行為（以下「不正

取得行為」という ）又は不正取得行為により取得した営業秘密を使用し、若しくは。

開示する行為（秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む。以下同じ ）。

五 その営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って、若しくは重大な過失

により知らないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若しくは

開示する行為

六 その取得した後にその営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って、又

は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行為

七 営業秘密を保有する事業者（以下「保有者」という ）からその営業秘密を示され。

た場合において、不正の競業その他の不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損

害を加える目的で、その営業秘密を使用し、又は開示する行為

八 その営業秘密について不正開示行為（前号に規定する場合において同号に規定する

目的でその営業秘密を開示する行為又は秘密を守る法律上の義務に違反してその営業

秘密を開示する行為をいう。以下同じ ）であること若しくはその営業秘密について。

不正開示行為が介在したことを知って、若しくは重大な過失により知らないで営業秘

密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する行為

九 その取得した後にその営業秘密について不正開示行為があったこと若しくはその営

業秘密について不正開示行為が介在したことを知って、又は重大な過失により知らな

いでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行為

十ないし十五 略

２・３ 略

４ この法律において「営業秘密」とは、秘密として管理されている生産方法、販売方法

その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないも

のをいう。

５ないし７ 略

（差止請求権）

第三条 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、

その営業上の利益を侵害する者又は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又

は予防を請求することができる。

２ 不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、前項

の規定による請求をするに際し、侵害の行為を組成した物（侵害の行為により生じた物

を含む ）の廃棄、侵害の行為に供した設備の除却その他の侵害の停止又は予防に必要。

な行為を請求することができる。

（損害賠償）

第四条 故意又は過失により不正競争を行って他人の営業上の利益を侵害した者は、これ

によって生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただし、第八条の規定により同条に規定

する権利が消滅した後にその営業秘密を使用する行為によって生じた損害については、

この限りでない。
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（罰則）

第十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金

に処する。

一 不正の目的をもって第二条第一項第一号又は第十三号に掲げる不正競争を行った者

二 商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信にその

商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途若しくは数量又はその役務の質、内容、

用途若しくは数量について誤認させるような虚偽の表示をした者（前号に掲げる者を

除く ）。

三 第九条、第十条又は第十一条第一項の規定に違反した者

第十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

に対して三億円以下の罰金刑を、その人に対して同条の罰金刑を科する。

商法（明治三十二年三月九日法律第四十八号）

第三十八条 支配人ハ営業主ニ代リテ其ノ営業ニ関スル一切ノ裁判上又ハ裁判外ノ行為ヲ

為ス権限ヲ有ス

○２ 支配人ハ番頭、手代其ノ他ノ使用人ヲ選任又ハ解任スルコトヲ得

○３ 支配人ノ代理権ニ加ヘタル制限ハ之ヲ以テ善意ノ第三者ニ対抗スルコトヲ得ズ

家事審判法（昭和二十二年十二月六日法律第百五十二号）

第三十条 家事調停委員又は家事調停委員であつた者が正当な事由がなく評議の経過又は

家事審判官若しくは家事調停委員の意見若しくはその多少の数を漏らしたときは、十万

円以下の罰金に処する。

○２ 参与員又は参与員であつた者が正当な事由がなく家事審判官又は参与員の意見を漏

らしたときも、前項と同様である。

第三十一条 参与員、家事調停委員又はこれらの職に在つた者が正当な事由がなくその職

務上取り扱つたことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、六箇月以下の懲役又

は二十万円以下の罰金に処する。

日本国憲法（昭和二十一年十一月三日憲法）

第八十二条 裁判の対審及び判決は、公開法廷でこれを行ふ。

○２ 裁判所が、裁判官の全員一致で、公の秩序又は善良の風俗を害する虞があると決し

た場合には、対審は、公開しないでこれを行ふことができる。但し、政治犯罪、出版に

関する犯罪又はこの憲法第三章で保障する国民の権利が問題となつてゐる事件の対審

は、常にこれを公開しなければならない。

裁判所法（昭和二十二年四月十六日法律第五十九号）
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第七十条 （公開停止の手続） 裁判所は、日本国憲法第八十二条第二項の規定により対

審を公開しないで行うには、公衆を退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さな

ければならない。判決を言い渡すときは、再び公衆を入廷させなければならない。

刑事訴訟法（昭和二十三年七月十日法律第百三十一号）

第百五十八条 裁判所は、証人の重要性、年齢、職業、健康状態その他の事情と事案の軽

重とを考慮した上、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、必要と認めるときは、

裁判所外にこれを召喚し、又はその現在場所でこれを尋問することができる。

○２ 前項の場合には、裁判所は、あらかじめ、検察官、被告人及び弁護人に、尋問事項

を知る機会を与えなければならない。

○３ 検察官、被告人又は弁護人は、前項の尋問事項に附加して、必要な事項の尋問を請

求することができる。

第二百八十一条 証人については、裁判所は、第百五十八条に掲げる事項を考慮した上、

検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き必要と認めるときに限り、公判期日外におい

てこれを尋問することができる。

第二百八十一条の二 裁判所は、公判期日外における証人尋問に被告人が立ち会つた場合

において、証人が被告人の面前（第百五十七条の三第一項に規定する措置を採る場合及

び第百五十七条の四第一項に規定する方法による場合を含む ）においては圧迫を受け。

、 、充分な供述をすることができないと認めるときは 弁護人が立ち会つている場合に限り

検察官及び弁護人の意見を聴き、その証人の供述中被告人を退席させることができる。

この場合には、供述終了後被告人に証言の要旨を告知し、その証人を尋問する機会を与

えなければならない。

第三百四条の二 裁判所は、証人を尋問する場合において、証人が被告人の面前（第百五

十七条の三第一項に規定する措置を採る場合及び第百五十七条の四第一項に規定する方

法による場合を含む ）においては圧迫を受け充分な供述をすることができないと認め。

るときは、弁護人が出頭している場合に限り、検察官及び弁護人の意見を聴き、その証

人の供述中被告人を退廷させることができる。この場合には、供述終了後被告人を入廷

させ、これに証言の要旨を告知し、その証人を尋問する機会を与えなければならない。

刑事訴訟規則（昭和二十三年十二月二日最高裁規三十二）

第二百二条 裁判長は、被告人、証人、鑑定人、通訳人又は翻訳人が特定の傍聴人の面前

（証人については、法第百五十七条の四第二項に規定する措置を採る場合及び法第百五

十七条の四第一項に規定する方法による場合を含む ）で充分な供述をすることができ。

ないと思料するときは、その供述をする間、その傍聴人を退廷させることができる。


